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協議資料２

平成２０年１１月１９日現在

地方分権改革関係の動向について
（前回の知事会議以降）

○全国知事会議の開催 [７月17,18日]

【主な内容】

・増田総務大臣、瀧野総務事務次官、丹羽地方分権改革推進委員会委員長との

意見交換

・「平成21年度国の施策並びに予算に関する提案・要望」の決定

・以下の提言・決議を決定

「第二期地方分権改革」への提言

地方財政の展望を踏まえた地方消費税の充実に関する提言

道路財源の「一般財源化」に関する提言

地方交付税の復元・充実等に関する提言

地方税源の確保・充実等に関する提言－当面の課題を中心に－

拉致問題の早期解決を求める緊急決議

国民生活を守るための緊急決議

漁業用燃料等の原油、原材料の高騰に関する緊急決議

○第１回道州制ビジョン懇談会税財政専門委員会 [７月25日]

【主な内容】

・会議の運営について

・道州制ビジョン懇談会中間報告及び論点について

○道路・河川の権限移譲に関して、国土交通省と意見交換 [７月25日]

【主な内容】

・道路・河川の権限移譲について

・出席者：山田地方分権推進特別委員会委員長（京都府知事）、齋藤山形県知事、

古川佐賀県知事

○第54回地方分権改革推進委員会に麻生全国知事会会長が出席し、「『第二期地方分

権改革』への提言－住民本位の豊かな地域づくりの実現に向けて－」等を提出

[７月25日]
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○第54回地方分権改革推進委員会 [７月25日]

【主な内容】

・全国知事会との意見交換

・国の出先機関の見直しに関する中間報告に向けた委員間討議

○全国知事会「平成21年度国の施策並びに予算に関する提案・要望」（農林・商工関

係） [７月29日]

・要請者：松沢農林商工常任委員会委員長（神奈川県知事）

・要請先：澤農林水産大臣政務官、新藤経済産業副大臣

【主な内容】

・「平成21年度国の施策並びに予算に関する提案・要望」（農林・商工関係）

・国民生活を守るための緊急決議

・漁業用燃料等の原油、原材料の高騰に関する緊急決議

○全国知事会「道州制特別委員会 第５回道州の組織・自治権に関するプロジェク

トチーム会議」の開催 [７月29日]

【主な内容】

・道州条例と基礎自治体条例の関係について

○全国知事会「平成21年度国の施策並びに予算に関する提案・要望」（社会・文教関

係）等 [７月29日]

・要請者：神田社会文教常任委員会委員長（愛知県知事）

・要請先：舛添厚生労働大臣、二橋内閣官房副長官、渡海文部科学大臣

○全国知事会「平成21年度国の施策並びに予算に関する提案・要望」（地域情報化関

係） [７月29日]

・要請者：飯泉情報化推進対策特別委員会委員長（徳島県知事）

・要請先：谷口総務副大臣

○第29次地方制度調査会第13回専門小委員会 [７月29日]

【主な内容】

・議会に関する意見聴取、質疑応答
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○全国知事会「平成21年度国の施策並びに予算に関する提案・要望」（地方行財政関

係）等 [７月30日]

・要請者：石井総務常任委員会委員長（岡山県知事）

・要請先：増田総務大臣

【主な内容】

・「平成21年度国の施策並びに予算に関する提案・要望」（地方行財政関係）

・「第二期地方分権改革」への提言

・地方財政の展望を踏まえた地方消費税の充実に関する提言

・道路財源の「一般財源化」に関する提言

・地方交付税の復元・充実等に関する提言

・地方税源の確保・充実等に関する提言－当面の課題を中心に－

・拉致問題の早期解決を求める緊急決議

・国民生活を守るための緊急決議

・漁業用燃料等の原油、原材料の高騰に関する緊急決議

○地方公営企業等金融機構が設立 [８月１日]

○第55回地方分権改革推進委員会 [８月１日]

【主な内容】

・「国の出先機関の見直しに関する中間報告」について（討議）

○地方分権改革推進委員会が「国の出先機関の見直しに関する中間報告」を取りま

とめ [８月１日]

【主な内容】

・「第１次勧告」で示した国の出先機関の「事務・権限の仕分け」の考え方を具

体化

・国の出先機関の「組織の見直しの方向」を明示

○地方分権改革推進委員会の「国の出先機関の見直しに関する中間報告」について、

麻生全国知事会会長がコメントを発表 [８月１日]

【主な内容】

・全国知事会が提出した提言を最大限に尊重し、個別機関の存廃等の方針を明

らかにすべき

・権限移譲と財源措置は、一体的に進めていく必要がある

・総合的な出先機関の設置については、極めて慎重に検討すべき

○麻生全国知事会会長が「道路・河川の権限移譲に伴う財源等に関する申し入れ」

について福田内閣総理大臣等に提出 [８月４日]

【主な内容】

・道路・河川の権限移譲を行う際に必要となる財源・人員等の確保について、

早急に具体的な措置を明確に示すよう強く求める
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○全国知事会「平成21年度国の施策並びに予算に関する提案・要望」（建設・運輸関

係） [８月５日]

・要請者：溝口建設運輸常任委員会委員（島根県知事）、平井鳥取県知事、

西村山口県副知事

・要請先：谷垣国土交通大臣、春田国土交通事務次官

○第５回地方分権改革推進本部 [８月５日]

【主な内容】

・地方分権改革推進委員会の「国の出先機関の見直しに関する中間報告」につ

いて

○全国知事会「平成21年度国の施策並びに予算に関する提案・要望」（次世代育成支

援対策関係） [８月11日]

・要請者：野呂次世代育成支援対策特別委員会委員長（三重県知事）

・要請先：舛添厚生労働大臣、山本内閣府事務次官

【主な内容】

・「平成21年度国の施策並びに予算に関する提案・要望」（次世代育成支援対策

関係）

・国民生活を守るための緊急決議

○「地方交付税の復元・充実等に関する提言」について、井戸地方交付税問題小委

員会委員長（兵庫県知事）が関係要路へ要望活動 [８月19日]

○自由民主党総務部会関係合同会議に麻生全国知事会会長ほか地方六団体代表が出

席し、「平成21年度国の施策並びに予算に関する提案・要望」等について要請

[８月28日]

○消費者行政推進担当大臣と全国知事会との意見交換会 [８月29日]

・参加者：堂本千葉県知事、福田栃木県知事、古田岐阜県知事、

飯泉徳島県知事

【主な内容】

・今後の消費者行政のあり方について

○政府が「安心実現のための緊急総合対策」を発表 [８月29日]

○第56回地方分権改革推進委員会 [９月１日]

【主な内容】

・関西広域連合設立に向けた取組みについて

・公務員の配置転換や移行等について

・道路・河川の移管に伴う財源移譲について
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○福田内閣総理大臣が辞意を表明 [９月１日]

○麻生全国知事会会長及び古川政権公約評価特別委員会委員長（佐賀県知事）が、

民主党代表選挙立候補予定者である小沢代表に対し要請活動 [９月３日]

【主な内容】

・次期衆院選マニフェスト作成の際に全国知事会の考え方や意見を反映するよ

う要請

○全国知事会「平成21年度国の施策並びに予算に関する提案・要望」（災害対策関

係） [９月４日]

・要請者：石川災害対策特別委員会委員長（静岡県知事）

・要請先：林内閣府特命担当大臣

○第29次地方制度調査会第14回専門小委員会に石井総務常任委員会委員長（岡山県

知事）が出席し、地方議会制度について意見交換 [９月５日]

○第29次地方制度調査会第14回専門小委員会 [９月５日]

【主な内容】

・議会に関する意見聴取、質疑応答

○地方六団体「地方六団体代表者会議」の開催 [９月５日]

【主な内容】

・地方財政に関する総務大臣・地方六団体会合について

・今後の活動方針等について

○地方財政に関する総務大臣・地方六団体会合 [９月５日]

【主な内容】

・平成21年度の地方財政の課題

・安心実現のための緊急総合対策

○全国知事会「第17回地方税制小委員会」の開催 [９月８日]

【主な内容】

・平成21年度税制改正に関する要望について

○古川政権公約評価特別委員会委員長（佐賀県知事）が、民主党の直嶋政策調査会

長に要請文を提出 [９月10日]

【主な内容】

・次期衆院選マニフェスト作成の際に全国知事会の考え方や意見を反映するよ

う要請
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○古川政権公約評価特別委員会委員長（佐賀県知事）が、自由民主党総裁選挙立候

補者に対し公開質問状を提出 [９月10日]

○古川政権公約評価特別委員会委員長（佐賀県知事）が、公明党の山口政務調査会

長等に対し要請活動 [９月10日]

【主な内容】

・次期衆院選マニフェスト作成の際に全国知事会の考え方や意見を反映するよ

う要請

○第57回地方分権改革推進委員会 [９月16日]

【主な内容】

・国の出先機関の事務・権限の仕分けに関する各府省の見解について

・道路・河川の移管に伴う財源等の取扱いに関する意見案について

・義務付け・枠付けの存置を許容する場合のメルクマールについて

・農林水産省ヒアリング（非食用の事故米穀の不正規流通の問題について）

○地方分権改革推進委員会が「道路・河川の移管に伴う財源等の取扱いに関する意

見」を取りまとめ [９月16日]

【主な内容】

・道路・河川の移管を受けた地方自治体に必要な財源が確保されるよう、当面

「交付金」を創設する方向で検討すべき

・移管に伴う人員の確保については、事業費の議論と区別し、必要な人員のみ

の移行を図るべき

・人員の移行等にあたっては、円滑な実施のための必要な制度的措置について

十分な検討が行われるべき

○第57回地方分権改革推進委員会において示された「国の出先機関の事務・権限の

仕分けに関する各府省の見解」について、麻生全国知事会会長がコメントを発表

【主な内容】 [９月17日]

・地方分権の必要性に目を背け、自らの役割の見直しを拒否するかのような各

府省の対応は極めて遺憾

・第二次勧告及び政府計画の作成に向けて今後真摯な対応がなされるよう強く

求める

○総務省、国土交通省が「道路・河川の権限移譲について」を提示 [９月17日]

【主な内容】

・道路・河川の権限移譲に伴う財源措置については、時限的な措置として、個

別の箇所に対応した直轄事業における国負担率並みの交付金等の財政措置を

検討することとする
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○自由民主党総裁選挙立候補者に対する公開質問状の回答を公表 [９月18日]

【主な内容】

・古川政権公約評価特別委員会委員長（佐賀県知事）が、各候補者からの回答

を取りまとめ

・麻生全国知事会会長のコメントを発表

○第58回地方分権改革推進委員会 [９月22日]

【主な内容】

・義務付け・枠付けに係る「メルクマール該当性についての委員会としての考

え方」（案）について

○第19回道州制ビジョン懇談会 [９月22日]

【主な内容】

・道州制ビジョン懇談会区割り基本方針検討専門委員会の開催について

・大津浩成城大学法学部教授からのヒアリング

○自由民主党総裁選挙において麻生太郎氏が選任されたことを受けて、麻生全国知

事会会長がコメントを発表 [９月22日]

【主な内容】

・真の地方分権の確立、地方税財源の充実強化、住民生活の安定に向けた社会

保障制度の構築等を図るため、地方と密接に協議しながら実効ある改革を果

断に進められるよう強く求める

○地方六団体が「麻生新内閣の発足に当たっての共同声明」を発表 [９月24日]

【主な内容】

・地方と密接に協議しながら地方分権の推進と地方の活性化に向けた実効ある

施策を強力に進めるよう求める

・危機的な状況にある地方財政を直視し、早急に地方交付税を復元・増額する

とともに地方再生対策や景気対策に効果的に取り組むこと、年金・医療制度

など国民が安心できる社会保障制度の構築に全力を挙げることを求める

○全国知事会「平成21年度税制改正に関する要望」を取りまとめ、自由民主党税制

調査会に提出 [９月25日]

○第29次地方制度調査会第15回専門小委員会 [９月30日]

【主な内容】

・議会制度のあり方に関する意見交換
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○第59回地方分権改革推進委員会 [９月30日]

【主な内容】

・国の出先機関の主要な事務・権限に関する公開討議（地方整備局、地方運輸

局関係）

○地方公営企業等金融機構が業務を開始 [10月１日]

○第60回地方分権改革推進委員会 [10月１日]

【主な内容】

・国の出先機関の主要な事務・権限に関する公開討議（地方農政局関係）

○麻生全国知事会会長が「直轄国道、一級河川の見直しの具体的な方向について」

について国土交通大臣に申し入れ [10月３日]

【主な内容】

・移譲の範囲、財政措置、人員・資機材の確保、大規模災害等への対応、移譲

時期、関係都道府県との協議などについて意見を申し入れ

○地方六団体が麻生内閣総理大臣と懇談し「地方税の減収補てん措置の速やかな実

現を求める緊急申し入れ」を提出 [10月３日]

【主な内容】

・地方分権の推進、交付税の復元・増額、地方の活性化と景気対策等を訴える

・申し入れについて河村官房長官など政府・与党へ申し入れ活動

○全国知事会「平成21年度国の施策並びに予算に関する提案・要望」（過疎対策関

係） [10月３日]

・要請者：村井過疎対策特別委員会委員長（長野県知事）

・要請先：山口内閣総理大臣補佐官、瀧野総務事務次官、

椎川総務省地域力創造審議官等

○第２回道州制ビジョン懇談会税財政専門委員会 [10月３日]

【主な内容】

・道州制のもとでの租税・財政制度

・税財政に関する制度設計の留意点について

○古川政権公約評価特別委員会委員長（佐賀県知事）が、自由民主党の保利政務調

査会長に対し要請活動 [10月４日]

【主な内容】

・次期衆院選マニフェスト作成の際に全国知事会の考え方や意見を反映するよ

う要請
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○第29次地方制度調査会第16回専門小委員会 [10月７日]

【主な内容】

・議会制度のあり方に関する意見交換

○第61回地方分権改革推進委員会 [10月８日]

【主な内容】

・国の出先機関の主要な事務・権限に関する公開討議（経済産業局、都道府県

労働局関係）

○地方六団体が麻生内閣総理大臣等と懇談し「追加経済対策の実施と地方財源の確

保について」を提出 [10月20日]

【主な内容】

・効果的な対策のための大胆な地方財源措置を求める

・減税を行う場合の確実な財源補てんを求める

○第62回地方分権改革推進委員会 [10月21日]

【主な内容】

・義務付け・枠付けの見直しに関するヒアリング（文部科学省、環境省関係）

・沖縄視察の結果報告（沖縄総合事務局等について）

○自由民主党の地域活性化特命委員会が「追加経済対策における地域の元気回復対

策について」を取りまとめ、麻生内閣総理大臣に報告 [10月22日]

【主な内容】

・地域の元気を支える強力な地方財政対策の推進

・地域活性化の取組が成果を上げる上での「鍵」となる措置の推進

・地域の元気回復につながる取組の方向性

○第29次地方制度調査会第17回専門小委員会 [10月28日]

【主な内容】

・議会制度のあり方に関する意見交換

○第63回地方分権改革推進委員会 [10月30日]

【主な内容】

・義務付け・枠付けの見直しに関するヒアリング（厚生労働省関係）

・道路特定財源に係る総理発言等について（意見交換）

○麻生内閣総理大臣が「生活対策」を発表 [10月30日]
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○麻生全国知事会会長が「緊急経済対策（生活対策）に対する緊急声明」を発表

【主な内容】 [10月30日]

・地方公共団体支援策について歓迎

・この対策を一刻も早く実現・実行に移すよう要請

・消費税引き上げの際には、地方消費税の充実を求める

○第64回地方分権改革推進委員会 [11月４日]

【主な内容】

・義務付け・枠付けの見直しに関するヒアリング（農林水産省関係）

・直轄国道の移管と出先機関の見直しについて

○第１回生活保護制度に関する国と地方の協議 [11月４日]

【主な内容】

・協議の趣旨の確認、生活保護制度の現状、今後の検討内容、検討の進め方

・地方分権改革推進委員会第１次勧告及び地方分権改革推進要綱を受けて、平

成20年度中を目途に制度改正の方向性を得るために開催

・参加者：舛添厚生労働大臣、谷本石川県知事、岡﨑高知市長

○道州制ビジョン懇談会 区割り基本方針検討専門委員会（合同会議） [11月５日]

○地方六団体「地方六団体代表者会議」の開催 [11月６日]

【主な内容】

・地方財政に関する総務大臣・地方六団体会合の進め方について

・全国大会について

○地方財政に関する総務大臣・地方六団体会合 [11月６日]

【主な内容】

・新しい経済対策「生活対策」について

○麻生全国知事会会長が自由民主党保利政調会長、園田政調会長代理、野田地域活

性化特命委員長、公明党山口政調会長、山口首相補佐官らと会談 [11月６日]

【主な内容】

・新たな経済対策に対する御礼

・地方への一兆円等についての意見交換

○第65回地方分権改革推進委員会 [11月11日]

【主な内容】

・総理と丹羽委員長との懇談について

・義務付け・枠付けの見直しに関するヒアリング（国土交通省関係）

・自治制度の見直しについて
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○第29次地方制度調査会第18回専門小委員会 [11月12日]

【主な内容】

・議会制度のあり方について

・第三回地方制度調査会総会での調査審議報告について

・平成の合併の評価・検証・分析について

○全国知事会「第15回地方交付税問題小委員会」の開催 [11月14日]

【主な内容】

・地方交付税の復元充実等に関する提言（案）について

○全国知事会「平成20年度第３回地方分権推進特別委員会」の開催 [11月18日]

【主な内容】

・地方税制小委員会の報告について

・地方交付税問題小委員会の報告について

・第二期地方分権改革の推進について

○全国知事会議の開催 [11月19日]

○政府主催全国都道府県知事会議の開催 [11月19日]

○第66回地方分権改革推進委員会 [11月19日]

○地方六団体「地方財政確立・分権改革推進」全国大会の開催 [11月25日]


